
はじめに

「新型コロナウイルス感染防止のため・・・」

街中で、耳目に触れる言葉です。また、マス

ク姿は、普通の光景です。半年前まで考えら

れない光景です。この新型コロナウイルス感

染症が世界的に流行し、その封じ込めに、世

界中が取り組んでいます。我が国も緊急事態

宣言を４月に宣し、感染拡大防止にあらゆる

手段を講じ、その効果からか、５月中旬には

感染拡大が下火となりました。

感染拡大防止の方法は、人と人の接触を避

ける、手洗い、マスクの着用と言う最も原始

的な方法です。新型コロナウイルスの生態が

よく分からないこと、治療方法が不明なこと、

感染に対する抗体が無いことなどが理由です。

マスクの着用は、予防効果に疑問が呈された

ことがありました。また、街中の店頭からマ

スクが姿を消し、アルコール消毒剤や体温計

も手に入らなくなり、マスクが高値で転売さ

れるなど、不安な生活を強いられました。

現状の対策は新型コロナウイルス感染濃厚

者をＰＣＲ検査し、陽性者を隔離、対症療法

を行い陰性化するのを待つ、と言っても過言

でありません。

これまで人間に感染するコロナウイルスは、

６種類が知られています、そのうち４種類が

一般的なかぜの原因となるウイルスで、風邪

の原因の10～15％を占めるといわれています。

残りの2種類は 2002（平成14）年に中国広東

省で発生した重症急性呼吸器症候群（SARS・

サーズ）と2012（平成24）年に感染確認され

たサウジアラビア発生の中東呼吸器症候群

（MERS・マーズ）です。

重症急性呼吸器症候群（SARS）はコウモリ

のコロナウイルスが人間に感染し8,000人を

超える感染者を出して終息しています。中東

呼吸器症候群（MERS）はヒトコブラクダから

人間に感染する感染症で、世界で約2,500人

が感染しましたが、まだ終息していません。

そして今回、2019(令和元）年12月末から

中国の湖北省武漢市で原因不明の肺炎が発生

していましたが、その原因がSARS-CoV-2（新

型のコロナウイルス）であると判明しました。

コウモリからの感染と言われていますが、はっ

きりしていません。

感染症法で指定感染症に指定された新型コ

ロナウイルス

新型コロナウイルスは、未だワクチンは開

発されておらず、一部治療薬が承認されてい

るものの、その効果は限定的です。国内では

2020(令和2)年1月15日に感染者が確認されて

以降、一気に感染が拡大、治療体制が十分で

ないため、医療現場では医療用マスクや防護

服の不足、また人手不足が深刻化しています。

新型コロナウィルス感染症は、感染症法

（感染症の予防及び感染症の患者に対する医

療に関する法律）の指定感染症に2020(令和2)

年1月28日の閣議で決定（2月1日施行）され

ました。この指定により県や保健所設置市は、

患者の入院勧告や就業制限等が可能となりま
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した。

指定感染症とは既知の感染症で、一類から

三類感染症と同等の措置を講じなければ、国

民の生命及び健康に重大な影響を与えるおそ

れがあり、対人、対物の措置が必要で、延長

を含め最大２年間に限定の指定されるもので

す。一類の感染症はエボラ出血熱、痘そう、

ペストなどの危険性が極めて高い感染症です。

二類は急性灰白髄炎、結核、重症急性呼吸器

症候群（SARS）、中東呼吸器症候群（MERS）、

鳥インフルエンザなどの危険性が高い感染症

です。三類はコレラ、細菌性赤痢、腸チフス、

腸管出血性大腸菌感染症などです。

この感染症法は、「伝染病予防法」（明治

30年4月1日法律第36号）が改正され、 1999

(平成11)年4月1日から施行されています。感

染症予防のための諸施策と患者の人権への配

慮を調和させた感染症対策となったと言われ

ています（明治30年施行の伝染病予防法は、

100年もの間、赤痢やコレラ、天然痘、ジフ

テリア、発疹チフスなどの発生源を封じ込め、

伝染病の拡大防止のために、「病毒感染者の

隔離」「群集することの制限禁止」「交通遮

断」などを規定していた。）。

また、感染症には感染の仕方によって、経

口感染症、飛沫感染症、空気感染症などに分

けられ、この新型コロナウィルス感染症は、

風邪やインフルエンザと同様に咳やクシャミ

による飛沫感染する感染症に該当します。

指定感染症に指定された「新型コロナウイ

ルス感染症」の対策は、帰国者・接触者相談

センターが電話相談の窓口を設け、新型コロ

ナウイルス感染が濃厚であり受診が必要と判

断されれば、帰国者・接触者外来での受診と

なります。医師が検査必要と判断されると、

ＰＣＲ検査が衛生研究所等で実施され、陽性

となれば入院調整が行われます。重症者は感

染症指定医療機関等への隔離入院治療が行わ

れます。軽症者・無症状者は、自宅待機とな

りますが、急激な体調変化で死に至るケース

があるため、ホテルなどを借り上げて隔離し、

体調管理を行っています。

新型コロナウイルス感染症の診断治療にか

かる費用（PCR検査、入院治療費等）は、感

染症予防法により公費で負担されます。また、

PCR検査が保険適用された検査も行政検査の

委託として、自己負担はないことになってい

ます。

「新型コロナウイルス」の正式名称を国際

ウイルス分類委員会は、「SARS-CoV-2」（重

症急性呼吸器症候群コロナウイルス２）とし

ました（病名はCOVID-19）。ちなみにコロナ

ウイルスは、ウイルスの表面に王冠（コロナ）

状の突起があるため、こう呼ばれています。

正式名称がないと「武漢ウイルス」とか「中

国ウイルス」などの呼称が使われ、特定の人々

に対する反感を巻き起こす危険性があります。

世界保健機関（WHO）は名称決定についての

ガイドラインを発表しており、新型ウイルス

の名前に含んではいけない要素として、①地

理的な位置、②人の名前、③動物や食品の名

前、④特定の文化や産業の名前をあげていま

す。これは、かって、「豚インフルエンザ」

とか「中東呼吸器症候群」などの反省からで

す（テレビのニュース情報）。

「公衆衛生」としての衛生研究所

ＰＣＲ検査が諸外国に比べて、低いといわ

れており、正しく国内の感染状況を反映して

いないと言う意見が多くあります。また、希

望しても検査が受けることができない状況が

あります。検査ができないのは、「保健所が

ネックである」「新しい感染症の流行に対応

する検査体制が整っていなかった」「人的目

詰まりもあった」などといわれています。こ

れらは、これまでの公衆衛生行政を軽んじて

きた結果です。

ＰＣＲ検査を担当している、衛生研究所は

第二次世界大戦後、我が国における公衆衛生

の向上を目的として自治体に設置されました。

1947（昭和22）年日本国憲法が施行され、第

25条で「すべて国民は、健康で文化的な最低

限度の生活を営む権利を有する。国は、すべ
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ての生活部面について、社会福祉、社会保障

及び公衆衛生の向上及び増進に努めなければ

ならない。」と定め、1937（昭和12）年制定

の（旧）保健所法は1947（昭和22）年に（新）

保健所法に全面改正されました。しかし衛生

研究所は法制化されていません。1948（昭和

23）年4月７日に「地方衛生研究所設置要綱」

が国によって発出されたことにより、全ての

都道府県に衛生研究所が設置されることにな

りました。現在、衛生研究所は都道府県、政

令指定都市によって設置され、中核市の検査

施設等を含め、全国で83の施設があります。

1994（平成6）年7月1日に公布された地域

保健法（地域保健対策強化のための関係法律

の整備に関する法律(平成６年法律第84号)）

が、1997（平成9）年4月1日に全面施行され、

地域保健の体系が抜本的に見直されました。

地方衛生研究所についても、地域保健法第四

条に基づき策定された「地域保健対策に関す

る基本的な指針」(平成6年厚生省告示第374

号)の中で、地域における科学的かつ技術的

に中核となる機関として再編成し、その専門

性を活用した地域保健に関する総合的な調査

及び研究を行うとともに、当該地域の地域保

健関係者に対する研修を実施することが示さ

れ、これらの趣旨を踏まえて、1997（平成9）

年3月14日に厚生省発健政第26号「地方衛生

研究所の機能強化について」(事務次官通知)

で、これまでの設置要綱を改正して「地方衛

生研究所は、地域保健対策を効果的に推進し、

公衆衛生の向上及び増進を図るため、都道府

県又は指定都市における科学的かつ技術的中

核として、関係行政部局、保健所等と緊密な

連携の下に、調査研究、試験検査、研修指導

及び公衆衛生情報等の収集・解析・提供を行

うことを目的とする」と設置の目的を定めて

います。具体的には、県民の健康と命を守る

「科学的かつ技術的中核機関」として、公衆

衛生の幅広い分野にわたる行政検査や感染症

発生動向調査等に関連する調査研究、感染症、

食中毒、残留農薬をはじめとした食品衛生及

び水道水質等の環境衛生等に関する調査研究、

精度管理・研修指導並びに公衆衛生関連情報

の解析・提供など、試験検査技術に加えて探

究心と経験を要する業務を行っています。

公衆衛生行政においては科学的根拠が強く

求められ、地方衛生研究所が提出する科学的

データの重要性はますます高まっていますが、

要綱・指針等で位置づけられているものの、

地域保健法などの法律で位置付けられること

なく今日まで続いており、予算・人員・設備

など十分なものとはいえません。一方2016

(平成28)年4月一部改正の感染症法で「感染

症法に基づく検査を都道府県知事が行う」と

して、自治体の事務として病原体検査が明記

され、地方衛生研究所の感染症検査業務を法

制化したものとして期待されていますが、そ

れでも機能強化が十分図られているとはいえ

ません。

愛知県衛生研究所で、新型コロナウイルス

感染症の検査結果の誤りが4月に発生しまし

た。報道によれば「陽性者が検査者数に比し

て、多いことから疑義が生じ、再検査したと

ころ、陰性であった検体が陽性と判定されて

いた。」というものです。その原因は「遺伝

子抽出工程において、陽性者の検体が飛散し、

他の検体を汚染したもの」と考えられていま

す。1日おおよそ100件を超える検査を、平日

は6人、土日は2人の体制で行っていたという。

県の担当者は「作業が毎日続き、疲労が全く

なかったとはいえない。今後は複数人がチェッ

クできる体制をとる。」と話しています。

愛知県衛生研究所のPCR検査は、生物部ウ

イルス研究室が担当しており、室長以下８名

の研究員が在籍しており、2009（平成21）年

の新型インフルエンザ流行期とその態勢は変

わっていません。愛知県は検査誤りの事故を

踏まえ、検査体制の強化・充実を発表しまし

た。「5月10日現在、8名1班体制・検査機器3

台、検査数１日120件から5月末までに、16名

2班体制にし、280件。秋には、24名3班体制・

検査機器を3台追加して6台、１日の検査能力

を480件にする」計画を策定し、県内での検

査能力を5月10日現在300件から保健所設置市
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や民間検査機関、医療機関での検査を含めて、

１日1,300件に拡充するとしています。

苦悩する保健所

「保健所がネックで検査ができない」と言

われた保健所は、帰国者・接触者相談センター

としての役割を担っています。愛知県の例で

は各保健所に従来から設置されている総合相

談窓口の電話番号が「帰国者・接触者相談セ

ンター」となっており、平日9時から17時ま

で開設。開設時間外は、24時間オンコール体

制をとっています。また、一般電話相談窓口

は、各保健所の代表電話番号となっており、

平日9時から17時まで開設。保健所では、平

素の業務に加え、この新型コロナウイルス感

染症の対応に追われています。具体的には、

ＰＣＲ検査の必要性の判断、帰国者・接触者

外来受診調整、検体搬送、医療機関調整など、

迅速で適切な判断が求められる業務を休日・

夜間を問わず行っています。また、陽性者の

接触調査も行われ、感染源、感染経路、濃厚

接触者の調査も保健所の業務です。

厚生労働省は、2020（令和2）年3月13日に

各都道府県・保健所設置市・特別区衛生主管

部局あて「保健所業務継続のための体制整備

について」（事務連絡）を発出し、その後

「保健所体制強化のためのチェックリストに

ついて」（事務連絡）などを行い、人員の確

保、業務の優先度についての検討・整備を要

請しています。愛知県はこれを受け、他部局

からの応援を求め、業務を進めていますが、

専門性の高い業務は、従来の保健所職員の肩

に重くのし懸かったままです。

「維新は保健所を大幅削減し、コロナ大流

行を招いた」「保健所の削減は太田府政時代

ですよ。平成16年、本所支所府内合計28ヶ所

あった保健所を14ヶ所に統合しました」「大

阪府知事時代、大阪市長時代に徹底的な改革

を断行し、有事の今、現場を疲弊させている

ところがあると思います。保健所、府立市立

病院など。そこは、お手数をおかけしますが

見直しをよろしくお願いします」。これらは、

今年の4月、吉村洋文・大阪府知事と太田房

江・元大阪府知事のtwitterでのやりとりと、

橋下徹元大阪府知事・大阪市長のtwitterで

す。

大阪に限らず、全国的に保健所の設置数は、

ピーク時の半減となっています。医療機関も

新型コロナウイルス感染拡大で、地域医療が

崩壊する危機にある今も、厚生労働省は病院

の統廃合計画を着実に進めています。

保健所の現場には、過大な負担が懸かって

おり、過酷な状況となっています。先に述べ

たように、日本国憲法で「国は、すべての生

活部面について、公衆衛生の向上及び増進に

努めなければならない。」と定められている

にもかかわらず厚生労働省のホームページか

ら「公衆衛生」あるいは「衛生」の単語を探

すのは、困難です。「公衆衛生」から「地域

保健」へと変わったことによるものです。

全国保健所長会はホームページのトップで

「1億2,000万人の生（いのち）を衛（まも）

る医師」と謳い、自らを「私たちは『公衆衛

生医師』です。」と呼んでいます。

「衛生」とは「いのちをまもる」ことです。

保健所は戦後、結核の予防と乳幼児死亡率

の減少に大きな力を発揮し、その結果、世界

一の長寿国を実現しました。一方で、「保健

所黄昏論」「保健所無用論」が噴出し、保健

所の予算と人員は削減されました。近年、感

染症による死亡が減少し、慢性疾患の予防に

シフトされてきました。

貧弱な公衆衛生行政

保健所は、地域保健法の施行により、都道

府県、政令指定都市、中核市などが設置して

おり、また、地方分権の中、市町村が対人保

健サービスを担当することなり、都道府県保

健所から母子保健、成人保健業務が消え、保

健所は数を減らすこととなりました。

同じ保健所でも、設置者によってその業務

に違いがあります。厚生労働省の資料には
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「都道府県型の保健所は、管内の市町村と協

力して、関係機関(医療機関、医師会、歯科

医師会、薬剤師会等)と調整を行い、関係を

構築して、食品衛生や感染症等の広域的業務、

医事・薬事衛生や精神・難病対策等の専門的

な業務を行うとともに、大規模で広域的な感

染症や食中毒の他、自然災害や原因不明の健

康危機管理にとりくみ、地域全体の住民の健

康のレベルアップを図ります。なお、住民に

身近なサービスとされる健康づくりや母子保

健、生活習慣病対策やがん対策等の業務は市

町村が主に行います。政令市型の保健所は都

道府県型の保健所が行う専門的、広域的な業

務に加え、市区町村の業務とされている乳幼

児健診等の母子保健事業、特定健診・特定保

健指導等の生活習慣病対策、更に、がん対策

等の住民に身近な直接的な事業を行い、より

地域に密着して、地域全体の健康づくりを推

進します。」と記載されています。複雑な保

健所行政です。これでは、住民は迷います。

30年前の1991（平成3）年度、保健所は852

を数えました。これは、1947（昭和22）年に

制定された保健所法で、保健所は、概ね人口

10万人に1カ所設置することとされ、それを

目標に整備した結果です。ところが、この保

健所法が地域保健法に改悪。この法律により、

都道府県が設置する保健所の所管区域を、医

療法(昭和23年法律第 205 号)に規定される

「2次医療圏」及び介護保険法(平成9年法律

第123 号)に規定される「老人福祉圏域」を

参酌して設定することとされ、保健所法によ

り規定されていた「概ね人口10万人に1カ所」

から、医療圏単位（概ね人口30万人から50万

人）の保健所に設置基準が変更され、令和2

年度には、469カ所なっています。

また、保健所で働く職員も減らされてきま

した。地域保健法が成立した1994（平成6）

年の保健所職員総数は34,134人から2016（平

成28）年には28,159人と82.5％となっており、

特に医師は1,312人から728人と55.5％。保健

所長は原則医師であることが条件となってお

り、医師不足から保健所を統廃合した、指定

都市も多くあります。

保健所には、医師をはじめとする多くの専

門職種の職員が働いています。列挙すると、

医師・歯科医師・薬剤師・獣医師・保健師・

診療放射線技師・管理栄養士・歯科衛生士・

試験検査技師・精神保健福祉相談員等です。

これらの専門技術職員が連携して、公衆衛生

行政を展開しています。また、保健所業務に

は民間と競合する業務もあり、「民間ででき

ることは民間へ」という流れの中、健康診断

（診察）や試験検査業務の廃止や縮小により、

診療放射線技師（平成6年と平成28年比で38.

7％）、試験検査技師は49.6％と半減してい

ます。その結果、行政の検査技師の裾野が狭

くなり、行政検査（新型コロナウイルスPCR

検査など）に対応できる検査技師が不足し、

「人的目詰まり」を起こし、技術の伝承も途

絶えます。

平素から、平穏無事な社会の実現のため、

公衆衛生を軽んじることなく、公衆衛生の安

全保障に投資すべきです。
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